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自然再生推進法（抄） 

〈平成14年法律第148号. 12月11日公布〉 

 

（他の公益との調整） 

第六条 自然再生は、国土の保全その他の公益との調整に留意して実施されなければな

らない。 

 

（自然再生基本方針） 

第七条 政府は、自然再生に関する施策を総合的に推進するための基本方針（以下「自

然再生基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 自然再生基本方針には、次の事項を定めるものとする。 

一 自然再生の推進に関する基本的方向 

二 次条第一項に規定する協議会に関する基本的事項 

三 次条第二項第一号の自然再生全体構想及び第九条第一項に規定する自然再生事

業実施計画の作成に関する基本的事項 

四 自然再生に関して行われる自然環境学習の推進に関する基本的事項 

五 その他自然再生の推進に関する重要事項 

３ 環境大臣は、あらかじめ農林水産大臣及び国土交通大臣と協議して自然再生基本

方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 環境大臣は、自然再生基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、広

く一般の意見を聴かなければならない。 

５ 環境大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、自然再

生基本方針を公表しなければならない。 

６ 自然再生基本方針は、自然再生事業の進捗状況等を踏まえ、おおむね五年ごとに

見直しを行うものとする。 

７ 第三項から第五項までの規定は、自然再生基本方針の変更について準用する。 

 

（自然再生推進会議） 

第十七条 政府は、環境省、農林水産省、国土交通省その他の関係行政機関の職員をも

って構成する自然再生推進会議を設け、自然再生の総合的、効果的かつ効率的な推

進を図るための連絡調整を行うものとする。 

２ 環境省、農林水産省及び国土交通省は、自然環境に関し専門的知識を有する者に

よって構成する自然再生専門家会議を設け、前項の連絡調整を行うに際しては、そ

の意見を聴くものとする。 
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環境白書（抄） 

〈平成30年6月5日閣議決定〉 

 

第１部 総合的な施策等に関する報告 

はじめに 

（略） 

  このような認識の下、2018年4月に環境基本法に基づく第五次環境基本計画を閣

議決定しました。第五次環境基本計画では、こうした国際・国内情勢に的確に対応

するため、今後の環境政策の方向性として、経済社会システム、ライフスタイル、

技術といったあらゆる観点からイノベーションを創出するとともに、SDGsの考え方

も活用し、環境保全上の効果を最大限に発揮できるようにすることに加え、諸課題

の関係性を踏まえて、経済・社会的課題の解決（同時解決）に資する効果をもたら

すようにデザインすることで、将来にわたって質の高い生活をもたらす「新たな成

長」につなげることを目指しています。 

（略） 

  その具体化の鍵となるのが、自立・分散型の社会を形成しつつ、近隣地域等と地

域資源を補完し支え合う考え方である「地域循環共生圏」です。地域は人口減少・

少子高齢化等に起因する課題が顕在化している一方で、豊かな自然環境など地域ご

とに多様なポテンシャルを有しています。そうした地域資源を持続可能な形で最大

限活用することで、環境・経済・社会の統合的向上を図り、農山漁村も都市も活か

す、我が国の地域の活力を最大限に発揮する考え方と言えます。 

  この概念は、第五次環境基本計画で提唱したものですが、実は、既にその機運は

高まりつつあり、経済・社会の諸課題の影響を最も受けている地方部でも、豊かな

自然など環境を活用した創意工夫により地域活性化を進めている地方公共団体、事

業者、民間団体等が現れてきています。国はこれらの取組を発掘し、環境・経済・

社会の統合的向上の具体化に資する優良事例を社会全体で共有し、広く国民へ普及

することで地域の取組を応援することが求められています。 

（略） 
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第２部 各分野の施策等に関する報告 

第２章 生物多様性の保全及び持続可能な利用～豊かな自然共生社会の実現に向けて～ 

第１節 生物多様性の現状と対策 

３ 野生生物を取り巻く状況 

（2）希少野生動植物種の保全 

  里地里山等の二次的自然に生息・生育する種の保護については、絶滅のお

それのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成4年法律第75号。以下

「種の保存法」という。）に基づく国内希少野生動植物種に指定すると、一

律の厳しい規制が調査研究や環境教育等に支障を及ぼす場合があるなどの問

題点がありました。そのため、二次的自然に生息・生育する種の生息・生育

地の保全等の施策を進めることができるよう、当該種に対応した新たな種指

定制度を検討することが求められていました。 

（略） 

  これらの状況を踏まえ、［1］商業目的での業捕獲等のみを規制すること

ができる特定第二種国内希少野生動植物種制度の創設、［2］希少野生動植

物種の飼育栽培について、適切な能力及び施設を有する動植物園等を認定す

る認定希少種保全動植物園等制度の創設、［3］国際希少野生動植物種の流

通管理の強化等を内容とする、種の保存法の一部を改正する法律が2017年5

月に成立、6月に公布され、2018年6月から施行予定です。 

（略） 

第３節 地域における人と自然の関係を見直し、再構築する取組 

４ 絶滅のおそれのある野生生物種の保全 

（2）希少野生動植物種の保存 

  種の保存法に基づく国内希少野生動植物種については、2017年9月に鳥類3種

を指定するとともに、オオタカの指定を解除しました。また、2018年2月には、

昆虫類3種、陸産貝類2種、植物44種の指定を行い、2018年3月時点で259種の国

内希少野生動植物種について、捕獲や譲渡し等の規制を行っています。そのう

ち64種について51の保護増殖事業計画を策定し、生息地の整備や個体の繁殖等

の保護増殖事業を行っています。また、同法に基づき指定している全国9か所

の生息地等保護区において、保護区内の国内希少野生動植物種の生息・生育状

況調査、巡視等を行いました。 

（以下略）  
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第5次環境基本計画（抄） 

〈平成30年4月17日閣議決定〉 

 

はじめに 

  我が国は、本格的な少子高齢化・人口減少社会を迎えるとともに、地方から都市

への若年層を中心とする流入超過が継続しており、人口の地域的な偏在が加速化し、

地方の若年人口、生産年齢人口の減少が進んでいる。これは環境保全の取組にも深

刻な影響を与えており、例えば、農林業の担い手の減少により、耕作放棄地や手入

れの行き届かない森林が増加し、生物多様性の低下や生態系サービスの劣化につな

がっている。このように、環境・経済・社会の課題は相互に密接に連関しており、

複雑化してきている。 

（略） 

 

第１部 環境・経済・社会の状況と環境政策の展開の方向 

第１章 環境・経済・社会の現状と課題認識 

（略） 

  2015年９月の国連総会において採択された「持続可能な開発のための2030アジェ

ンダ」（以下「2030アジェンダ」という。）は、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）

として17のゴール及び169のターゲットを提示しているが、この中には、水・衛生、

エネルギー、持続可能な都市、持続可能な生産と消費、気候変動、陸域生態系、海

洋資源といった地球環境そのものの課題及び地球環境と密接に関わる課題に係るゴ

ールが数多く含まれており、これは地球環境の持続可能性に対する国際的な危機感

の表れと言える。 

（略） 

第２章 持続可能な社会に向けた今後の環境政策の展開の基本的な考え方 

３．今後の環境政策の展開の基本的考え方 

（３）「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）の考え方の活用 

  ＳＤＧｓは、17のゴール及び169のターゲットが相互に関係しており、複数

の課題を統合的に解決することを目指すこと、１つの行動によって複数の側面

における利益を生み出すマルチベネフィットを目指すこと、という特徴を持っ

ている。これは、「目標及びターゲットは、統合され不可分なものであり、持

続可能な開発の三側面、すなわち、経済、社会及び環境の三側面を調和させる

ものである」としている2030アジェンダにも示されている。環境政策の観点か

らＳＤＧｓのゴール間の関連性を見ると、環境を基盤とし、その上に持続可能



- 4 - 

な経済社会活動が存在しているという役割をそれぞれが担っていると考えられ

る。 

（略） 

  さらに、ＳＤＧｓの実現は、地域の課題解決にも直結するものであると考え

られる。地域に着目し、地域の視点を取り入れ、ＳＤＧｓの考え方を活用して

地域における各種計画の改善に資するようなものにすることが必要である。 

（略） 

第３章 環境政策の原則・手法 

２．環境政策の実施の手法 

○経済的手法 

  市場メカニズムを前提とし、経済的インセンティブの付与を介して各主体の

経済合理性に沿った行動を誘導することによって政策目的を達成しようとする

手法。補助金、税制優遇による財政的支援、課税等による経済的負担を課す方

法、排出量取引、固定価格買取制度等がある。直接規制や枠組規制を執行する

ことが困難な多数の主体に対して、市場価格の変化等を通じて環境負荷の低減

に有効に働きかける効果がある。 

（略） 

 

第２部 環境政策の具体的な展開 

第１章 重点戦略設定の考え方 

３．持続可能な地域づくり～「地域循環共生圏」の創造～ 

（略） 

  これを踏まえ、本計画では、各地域がその特性を活かした強みを発揮し、地域

ごとに異なる資源が循環する自立・分散型の社会を形成しつつ、それぞれの地域

の特性に応じて近隣地域等と共生・対流し、より広域的なネットワーク（自然的

なつながり（森・里・川・海の連関）や経済的つながり（人、資金等））を構築

していくことで、新たなバリューチェーンを生み出し、地域資源を補完し支え合

いながら農山漁村も都市も活かす「地域循環共生圏」を創造していくことを目指

す。 

（略） 
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第２章 重点戦略ごとの環境政策の展開 

２．国土のストックとしての価値の向上 

（３）環境インフラやグリーンインフラ等を活用したレジリエンスの向上 

（グリーンインフラやＥｃｏ-ＤＲＲの推進） 

社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する

多様な機能（生物の生息・生育の場の提供、良好な景観形成、気温上昇の抑制、

防災・減災等）を活用し、持続可能で魅力ある国土づくりや地域づくりを進め

るグリーンインフラに関する取組を推進する。 

また、災害リスクの低減に寄与する生態系の機能を評価し、積極的に保全・再

生することで、生態系を活用した防災・減災（Ｅｃｏ-ＤＲＲ27）を推進する。

例えば、遊水効果を持つ湿原の保全・再生や、多様で健全な森林の整備による

森林の国土保全機能の維持などの取組を進めていく。こうした対応により、人

口減少、社会資本の老朽化等の社会構造の変化に伴い生じる課題や自然災害の

激甚化に対応するとともに、生物多様性の保全に貢献する。 

（略） 

 

５．持続可能性を支える技術の開発・普及 

（１）持続可能な社会の実現を支える最先端技術の開発 

（気候変動への対応） 

  気候変動に対応するためには、地球規模での温室効果ガスの大幅削減を目指

すとともに、我が国のみならず世界における気候変動の影響への適応に貢献す

る必要がある。 

（略） 
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第３章 重点戦略を支える環境政策の展開 

４．環境リスクの管理 

（１）水・大気・土壌の環境保全 

  生存基盤たる水・大気・土壌環境については、環境基準を達成し、また、

継続的な改善を図るため、「大気汚染防止法」（昭和43年法律第97号）、

「水質汚濁防止法」（昭和45年法律第138号）、「土壌汚染対策法」（平成

14年法律第53号）等関連法令に基づく対策を引き続き適切に実施していく。

とりわけ、以下の事項に重点的に取り組む。 

（略） 

（水環境保全に関する補助的指標） 

（略） 

・水環境の保全の観点から設定された水辺地の保全地区等の面積 

・主要な閉鎖性海域の干潟・藻場面積 

・生態系の保全の観点から田園自然環境の創造に着手した地域数 

（略） 

 

第４部 環境保全施策の体系 

第１章 環境問題の各分野に係る施策 

１．地球環境の保全 

（１）地球温暖化対策 

⑤森林等の吸収源対策、バイオマス等の活用 

  森林等の吸収源対策として、間伐等の森林の整備・保全、農地等の適切な

管理、都市緑化等を推進する。また、これらの対策を着実に実施するため、

バイオマス等の活用による農山漁村の活性化と一体的に推進する。 

さらに、吸収源対策や木材・木質バイオマスの利用拡大を推進するため、

森林・林業の担い手の育成や生産基盤の整備等、総合的な取組を実施する。 

また、藻場等の海洋生態系が蓄積する炭素（ブルーカーボン）を活用した

新たな吸収源対策の検討を行うとともに、それらの生態系の維持・拡大に向

けた取組を推進する。 

（略） 
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２．生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する取組 

（２）生物多様性保全と持続可能な利用の観点から見た国土の保全管理 

①生態系ネットワークの形成 

  生物の生息・生育空間のまとまりとして核となる地域（コアエリア）及び、

その緩衝地域（バッファーゾーン）を適切に配置・保全するとともに、これ

らを生態的な回廊（コリドー）で有機的につなぐことにより、生態系ネット

ワーク（エコロジカルネットワーク）の形成に努める。生態系ネットワーク

の形成に当たっては、流域圏など地形的なまとまりにも着目し、さまざまな

スケールで森・里・川・海を連続した空間として積極的に保全・再生を図る

ための取組を関係機関が横断的に連携して総合的に進める。 

（略） 
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気候変動適応計画（抄） 

〈平成30年11月27日閣議決定〉 

 

第１章 気候変動適応に関する施策の基本的方向 

第４節 基本戦略 

（１）施策への気候変動適応の組み込み 

基本戦略① あらゆる関連施策に気候変動適応を組み込む 

  気候変動適応に関する施策の推進に当たっては、防災に関する施策、農林

水産業の振興に関する施策、生物の多様性の保全に関する施策その他の関連

する施策との連携を図ることが重要となる。諸外国の気候変動適応に係る国

家戦略では、既存の政府の取組や規制枠組みの中に気候変動適応を組み込ん

でいくことで、気候変動適応を主流化（メインストリーミング）させるアプ

ローチが広く採用されている。 

  このため、政府は、関係府省庁の連携協力の下、関連する施策に気候変動

適応を組み込み、効果的かつ効率的に気候変動適応に関する施策を実施して

いくことを目指し、本計画に基づき様々な分野の気候変動適応に関する施策

を推進する。このような観点から、防災、農林水産業、生物多様性の保全な

ど、様々な関連する行政計画に気候変動適応の観点を加えていくことも重要

である。地方公共団体においても同様に、地域気候変動適応計画の策定を契

機とし、関係部局の連携協力を図り、関連する施策に気候変動適応を組み込

んでいくことが求められる。 

（略） 

  グリーンインフラや生態系を基盤とするアプローチ（EbA及びEco-DRR）は、

防災・減災といった気候変動への適応に加え、炭素貯蔵を通じた気候変動の

緩和、地域社会における多様な社会・経済・文化の互恵関係の創出、生物多

様性の保全と持続可能な利用への貢献など様々な効果が期待できる。 

（略） 

 

第２章 気候変動適応に関する分野別施策 

第３節 自然生態系 

（基本的な考え方） 

  自然生態系においては、以下の基本的な考え方を踏まえて、個別の取組を実施

する。 

  気候変動に対し生態系は全体として変化するため、これを人為的な対策により

広範に抑制することは不可能である。 
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  自然生態系分野における適応策の基本は、モニタリングにより生態系と種の変

化の把握を行うとともに、気候変動の要因によるストレスのみならず気候変動以

外の要因によるストレスにも着目し、これらのストレスの低減や生態系ネットワ

ークの構築により、気候変動に対する順応性の高い健全な生態系の保全と回復を

図ることである。 

（略） 

○ 共通的な取組 

（略） 

・生物が移動・分散する経路を確保するのみならず、多面的な機能の発揮が期待

される生態系ネットワークの形成を推進する。また、必要に応じて、劣化した

生態系の再生を推進する。＜環境省＞ 

（略） 
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生物多様性及び生態系サービスの総合評価 報告書（抄） 

〈平成28年3月17日公表〉 

 

評価の概要（生物多様性と生態系サービスの総合評価の主要な９つの結論） 

1. 生物多様性の概況については、前回評価時点である2010年から大きな変化はなく、

依然として長期的には生物多様性の状態は悪化している傾向にある。その主要因に

ついても、前回と変わらず、「第１の危機（開発・改変、直接的利用、水質汚

濁）」、「第２の危機（里地里山等の利用・管理の縮小）」、「第３の危機（外来

種、化学物質）」及び「第４の危機（地球規模で生じる気候変動）」が挙げられる。 

2. 2010年に比べ情報が揃いつつあることから、第４の危機のうち、「気候変動によ

る生物の分布の変化や生態系への影響」が起きている確度は高いと評価を改めた。

今後も気候変動が拡大すると予測されており、現在、なお影響が進む傾向にあると

考えられる。 

3. 私たちの生活や文化は、生物多様性がもたらす生態系サービスによって支えられ

ている。しかし、この国内における生態系サービスの多くは過去と比較して減少又

は横ばいで推移している。 

4. 国内における供給サービスの多くは過去と比較して減少しており、とりわけ、農

産物や水産物、木材等の中には過去と比較して大きく減少しているものもある。林

業で生産される樹種の多様性も低下しており、供給サービスの質も変化してきた。 

5. 供給サービスの減少には、供給側と需要側の双方の要因が考えられ、前者として

は過剰利用（オーバーユース）や生息地の破壊等による資源状態の劣化等が、後者

としては食生活の変化や食料・資源の海外からの輸入の増加等による資源の過少利

用（アンダーユース）が挙げられる。 

6. アンダーユースの背景には、食料・資源の海外依存の程度が国際的に見ても高い

ことがある。こうした海外依存は、海外の生物多様性に対して影響を与えるだけで

なく、輸送に伴う二酸化炭素の排出量を増加させているおそれがある。また、国内

での食料・資源の生産減少に伴い、耕作放棄地等が増加している。経済構造の変化

に伴う地方から都市への人口移動により、農林水産業の従事者は減少し、自然から

恵みを引き出すための知識及び技術も失われるおそれがある。 

7. 人工林の手入れ不足等の増加により、土壌流出防止機能を含む調整サービスが十

分に発揮されない場合がある。また、里地里山での人間活動の衰退により、野生動

物との軋轢が生じ、クマ類による負傷等のディスサービスが増加している。 

8. 全国的に地域間の食の多様性は低下する方向に進んでいる。また、モザイク的な

景観の多様度も低下している。このため、自然に根ざした地域毎の彩り、即ち文化

的サービスも失われつつあることが示唆される。 

9. 自然とのふれあいは健康の維持増進に有用であり、精神的・身体的に正の影響を

与える。このような効果は森林浴からも得られるとされ、近年では森林セラピーの

取組も進められている。都市化の進展により、子供の遊び等の日常的な自然との触
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れあいが減少している一方で、現在でも多くの人が自然に対する関心を抱いており、

近年ではエコツーリズム等、新たな形で自然や農山村との繋がりを取り戻す動きが

増えている。 
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外来種被害防止行動計画（抄） 

〈平成27年3月26日策定〉 

 

第２部 外来種対策を推進するための行動計画 

第１章 国による具体的な行動 

第４節 効果的、効率的な防除の推進 

２ 具体的な行動 

（４）各主体の連携体制の構築 

（略） 

  生物多様性民間参画ガイドラインの普及広報等を通じて、外来種対策を含

め、事業者が生物多様性の保全と持続可能な利用に取り組むことを促進しま

す。（環境省） 

  生物多様性民間参画パートナーシップ等の事業者間の枠組みと連携・協力

して、外来種対策を含め、経済社会における生物多様性の保全と持続可能な

利用の主流化に向けた効果的な施策を実行します。（環境省） 

  地域における多様な主体の連携による生物の多様性の保全のための活動の

促進等に関する法律に基づき市町村が作成する地域連携保全活動計画に沿っ

た、地域の多様な主体の連携による外来種防除等の活動を支援します。（環

境省） 

  生物多様性保全推進支援事業による地域の外来種対策の支援を引き続き推

進するとともに、地域の取組を支援する事業の拡充に努めるなど、地方自治

体などが主体となった効果的な外来種対策を推進します。（環境省） 

  新たに自然再生を実施する場合は、外来種が侵入しにくい環境になるよう

配慮し、現在進行している自然再生においては、外来種を積極的に防除しま

す。（環境省、農林水産省、国土交通省） 

（略） 
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絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（抄） 

〈平成4年法律第75号. 平成30年6月1日改正〉 

 

（定義等） 

第四条 この法律において「絶滅のおそれ」とは、野生動植物の種について、種の存続

に支障を来す程度にその種の個体の数が著しく少ないこと、その種の個体の数が著

しく減少しつつあること、その種の個体の主要な生息地又は生育地が消滅しつつあ

ること、その種の個体の生息又は生育の環境が著しく悪化しつつあることその他の

その種の存続に支障を来す事情があることをいう。 

２ この法律において「希少野生動植物種」とは、次項の国内希少野生動植物種、第

四項の国際希少野生動植物種及び次条第一項の緊急指定種をいう。 

３ この法律において「国内希少野生動植物種」とは、その個体が本邦に生息し又は

生育する絶滅のおそれのある野生動植物の種であって、政令で定めるものをいう。 

４ この法律において「国際希少野生動植物種」とは、国際的に協力して種の保存を

図ることとされている絶滅のおそれのある野生動植物の種（国内希少野生動植物種

を除く。）であって、政令で定めるものをいう。 

５ この法律において「特定第一種国内希少野生動植物種」とは、次の各号のいずれ

にも該当する国内希少野生動植物種であって、政令で定めるものをいう。 

一 商業的に個体の繁殖をさせることができるものであること。 

二 国際的に協力して種の保存を図ることとされているものでないこと。 

６ この法律において「特定第二種国内希少野生動植物種」とは、次の各号のいずれ

にも該当する国内希少野生動植物種であって、政令で定めるものをいう。 

一 種の個体の主要な生息地若しくは生育地が消滅しつつあるものであること又は

その種の個体の生息若しくは生育の環境が著しく悪化しつつあるものであること。 

二 種の存続に支障を来す程度にその種の個体の数が著しく少ないものでないこと。 

三 繁殖による個体の数の増加の割合が低いものでないこと。 

四 国際的に協力して種の保存を図ることとされているものでないこと。 

７ 環境大臣は、第三項から前項までの政令の制定又は改廃に当たってその立案をす

るときは、野生動植物の種に関し専門の学識経験を有する者の意見を聴かなければ

ならない。 
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国土利用計画（全国計画）（抄） 

〈平成27年8月14日閣議決定〉 

 

１．国土の利用に関する基本構想 

（１）国土利用の基本方針 

ウ 国土利用の基本方針 

（イ）自然環境・美しい景観等を保全・再生・活用する国土利用 

  自然環境と美しい景観等を保全・再生・活用する国土利用については、将来

にわたり保全すべき自然環境や優れた自然条件を有している地域を核として、

気候変動による影響も考慮しつつ、自然環境の保全・再生を進め、森、里、川、

海の連環による生態系ネットワークの形成を図り、国民の福利や地域づくりに

資する形での活用を推進する。なお、その際には、国土を形づくり、国民生活

の基盤となる生物多様性及び生態系サービスの保全と持続可能な利用を基本と

する。 

  自然環境の活用については、持続可能で魅力ある国土づくりや地域づくりを

進めるため、社会資本整備や土地利用において、自然環境の有する多様な機能

（生物の生息・生育の場の提供、良好な景観形成、気温上昇の抑制等）を活用

したグリーンインフラなどの取組を推進する。また、地域におけるバイオマス

等の再生可能な資源やエネルギーの確保と循環的な利活用に努めるとともに、

このような資源を生み出す里地里山等の良好な管理と資源の利活用に係る知恵

や技術を継承する。さらに、自然公園などの自然資源や、農山漁村における緑

豊かな環境、人と地域の自然との関わりの中ではぐくまれた伝統や文化等を活

かした観光や産品による雇用の創出及び経済循環を通じて、都市や農山漁村な

ど、様々な地域間相互の対流を促進するとともに、地方への移住や「二地域居

住」など都市から地方への人の流れの拡大を図る。 

（略） 
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グリーンインフラ推進戦略（抄） 

〈令和元年7月4日公表〉 

 

１．はじめに 

（１）グリーンインフラの考え方 

  「グリーンインフラ」という言葉は、自然環境が有する機能を社会における様々

な課題解決に活用する考え方で、1990年代後半頃から欧米を中心に使われていたも

のが、我が国においても、近年、その概念が導入され、様々な研究が進められてき

た。また、行政分野においては、国土形成計画（平成27年８月閣議決定）において、

初めて「グリーンインフラ」という用語が登場し、その後、社会資本整備重点計画

（平成27年９月閣議決定）、「質の高いインフラ投資の推進のためのＧ７伊勢志摩

原則」（平成28年５月）等においても内容が盛り込まれたところである。 

  既存の整理に従えば、グリーンインフラとは、社会資本整備や土地利用等のハー

ド・ソフト両面において、自然環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力

ある国土・都市・地域づくりを進める取組である。 

  グリーンインフラの「グリーン」は単に緑、植物という意味を持つのではなく、

さらに「環境に配慮する」、「環境負荷を低減する」といった消極的な対応を越え、

緑・水・土・生物などの自然環境が持つ自律的回復力をはじめとする多様な機能を

積極的にいかして環境と共生した社会資本整備や土地利用等を進めるという意味を

持つ。また、グリーンインフラの「インフラ」は、従来のダムや道路等のハードと

しての人工構造物だけを指すのではなく、その地域社会の活動を下支えするソフト

の取組も含み、公共の事業だけではなく、民間の事業も含まれる。 

  既に、従来の社会資本整備や土地利用等の取組においては、グリーンインフラと

称してはいないものの、自然環境が持つ防災・減災、地域振興、環境といった各種

機能を活用した取組を実施してきている。社会資本整備において自然環境の機能が

整備の前提条件として織り込まれている場合もあり、人工構造物とグリーンインフ

ラは、概念上も要素技術の上でも相互に関係しており、双方を適切に組み合わせる

ことが重要である。今回、グリーンインフラをさらに推進していく上で、これまで

の取組と何が違うのか、何を目指すのかという問いが想定されるが、下記の方向性

を打ち出すものである。 

（略） 

 


